
 
 
町
県
民
税
の
申
告  

　

こ
の
申
告
は
、
平
成　

年
１
月
１

２０

日
現
在
、
当
町
に
住
所
が
あ
る
人
の

平
成　

年
中
の
所
得
に
つ
い
て
申
告

１９

し
て
い
た
だ
く
も
の
で
す
。
所
得
が

全
く
な
か
っ
た
方
、
社
会
保
険
料
控

除
、
扶
養
控
除
、
住
宅
借
入
金
等
特

別
税
額
控
除
等
の
諸
控
除
を
受
け
る

方
も
申
告
が
必
要
と
な
り
ま
す
。
な

お
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場

合
は
申
告
の
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

○
税
務
署
で
確
定
申
告
を
す
る（
し
た
）人

○
社
会
保
険
庁
な
ど
か
ら
町
に
公
的

年
金
の
支
払
報
告
書
が
提
出
さ
れ

て
い
る
人

○
勤
務
先
か
ら
町
に
給
与
支
払
報
告

書
が
提
出
さ
れ
て
い
る
人

※
給
与
支
払
報
告
書
等
が
町
に
提
出

さ
れ
て
い
て
も
、
町
県
民
税
で
住

宅
借
入
金
等
特
別
税
額
控
除
を
受

け
ら
れ
る
方
は
、
申
告
が
必
要
と

な
り
ま
す
。

※
申
告
さ
れ
な
い
と
町
で
は
所
得
の

状
況
が
把
握
で
き
ず
各
種
証
明
書

等
が
発
行
で
き
ま
せ
ん

 
 
所
得
税
の
申
告  

○
平
成　

年
中
の
給
与
の
収
入
金
額

１９

が
２，

０
０
０
万
円
を
超
え
る
人

○
給
与
所
得
や
退
職
所
得
以
外
の
所

得
金
額
（
収
入
金
額
か
ら
必
要
経

費
を
控
除
し
た
後
の
金
額
）
の
合

計
額
が　

万
円
を
超
え
る
人

２０

○
給
与
を
２
ヶ
所
以
上
か
ら
受
け
て

い
る
人

○
事
業
所
得
や
不
動
産
所
得
な
ど
が

あ
る
人
で
平
成　

年
中
の
各
種
の

１９

所
得
の
合
計
額
が
基
礎
控
除
等
の

諸
控
除
の
合
計
額
を
超
え
る
人
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町
民
税
務
課
で
は
農
業
所
得

の
あ
る
方
を
対
象
に
事
前
相
談

会
を
２
月
１
日�
か
ら
３
日�

ま
で
の
間
、
開
催
し
ま
す
。
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還
付
申
告
が 

　
　
　
　
　

で
き
る
場
合

○
給
与
所
得
や
退
職
所
得
の
あ
る

人
で
、
雑
損
控
除
、
医
療
費
控

除
、
寄
付
金
控
除
、
住
宅
借
入

金
等
特
別
控
除
な
ど
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
る
人

○
年
の
途
中
で
退
職
し
、
再
就
職

を
せ
ず
、
年
末
調
整
を
受
け
な

か
っ
た
人

申告は正しくお早めに�
受付期間は２月18日(月)から
３月17日(月)までです

■ 主 な 改 正 点 ■

 所得税の改正

○定率減税廃止（平成１９年分より）
○税率改正（平成１９年１月分より）
　国から地方へ税源移譲が行われたことにより、税率構造
が４段階から６段階になりました。

○地震保険料控除創設
　損害保険料控除が廃止され地震保険料控除が創設されま
した。控除額は最高５万円です。
　なお、平成１８年１２月末までに締結した長期損害保険契約
で地震保険料控除の対象にならない場合は、平成２０年以降
も従来どおり適用を受けることができます。
○住宅借入金等特別控除
　平成１９年中に住宅ローン等を利用してマイホームを新
築・購入・増改築等をし、居住の用に供した場合、一定要
件に当てはまれば、次の①又は②のいずれかを選択して住
宅借入金等特別控除を受けることができます。

①１～６年目　住宅ローン等の年末残高×１％＝控除額
　　　　　　　　  （最高2,500万円） （最高２５万円）
　７～１０年目　住宅ローン等の年末残高×0.5％＝控除額
　　　　　　　　  （最高2,500万円） （最高１２.５万円）

※100円未満の端数は切捨て

②１～１０年目　住宅ローン等の年末残高×0.6％＝控除額
　　　　　　　　  （最高2,500万円） （最高１５万円）
　１１～１５年目　住宅ローン等の年末残高×0.4％＝控除額
　　　　　　　　  （最高2,500万円） （最高１０万円）

※100円未満の端数は切捨て

※②を選択できるのは平成１９年・２０年に入居の方に限られます。

 住民税の改正

○税率改正（平成１９年６月分より）

○地震保険料控除創設
　所得税と同じ。ただし、控除額は最高２万５千円です。
○住宅借入金等特別税額控除の創設
　税源移譲による所得税の減少で、住宅ローン控除が引き
きれなくなる場合、平成２０年度分以降の町県民税の額から
控除できる制度が設けられました。
　住民税で住宅借入金等特別税額控除を受ける場合
・確定申告をされる方：毎年３月１５日までに確定申告
書と一緒に「住宅借入金等特別税額控除申告書」を
税務署に提出してください。
・勤務先で年末調整を行った方：毎年３月１５日までに
「住宅借入金等特別税額控除申告書」に、源泉徴収票
を添付して、１月１日現在における市町村に提出し
てください。
※平成１８年末までに入居された方に限ります。

改正後改正前

税率課税所得税率課税所得

５％～195万円
１０％～330万円

１０％　195万円超～330万円

２０％　330万円超～695万円
２０％　330万円超～900万円

２３％　695万円超～900万円

３３％　900万円超～1,800万円３０％　900万円超～1,800万円

４０％　1,800万円超３７％　1,800万円超

改正後改正前

税率課税所得税率課税所得

１０％一　　律

５％～200万円

１０％　200万円超～700万円

１３％　700万円超


